
第74期

定 時 株 主 総 会
招集ご通知

2022年６月28日（火曜日）午前10時
（受付開始：午前９時）

開催日時

札幌市白石区東札幌６条１丁目１番１号
札幌コンベンションセンター　２階　小ホール
※ 末尾の株主総会会場ご案内図を参照

開催場所

第1号議案　定款一部変更の件
第2号議案　取締役6名選任の件
第3号議案　監査役3名選任の件

議　　案

証券コード：1384

株式会社ホクリヨウ 見本

新型コロナウイルスの感染拡大が続いて
おります。多くの株主様が集まる株主総
会は、集団感染のリスクがあります。
感染の回避の為、書面（郵送）またはイ
ンターネット等による事前の議決権行使
をご検討ください。

〈ご来場の記念品（お土産）について〉

株主総会にご出席の株主様へお配りして
おりましたご来場の記念品（お土産）は、
本年はとりやめとさせていただきます。
何卒ご理解くださいますようお願い申し
あげます。
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株主の皆様へ

経営理念

　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　コロナウイルスはついに感染拡大から３年目に入りました。ワクチンの
３回目接種と治療薬の普及により早く一般的なインフルエンザ並みの位置
づけになっていくことを願います。
　ロシアのウクライナ侵攻と急激な円安等により飼料価格は高騰しており
ますが、特殊卵をはじめとする特徴あるたまご作りでこの難局を乗り越え
ていく所存です。この秋からはアニマルウェルフェアに配慮したケージフ
リーのたまごを宮城県で本格生産する予定です。
　また、４月から東京証券取引所の再編により当社は1部からスタンダー
ド市場での上場に変わりましたが、企業の透明性とガバナンス、コンプラ
イアンスが強く求められることに変わりはありません。業界唯一の上場企
業としての信頼度と知名度をこれからの事業展開に生かしていきたいと思
います。

品質管理を徹底的に追求し、世の中に広く安心して食べていただける製品を提供する。

代表取締役社長
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招集ご通知

証券コード　1384
2022年６月10日

株　主　各　位
札幌市白石区中央二条三丁目６番15号
株 式 会 社 ホ ク リ ヨ ウ
代表取締役社長 米 山 大 介

１．日 時 2022年６月28日（火曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
２．場 所 札幌市白石区東札幌６条１丁目１番１号

　札幌コンベンションセンター　２階　小ホール
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第74期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事業報告及び計算書類報

告の件
決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役６名選任の件
第３号議案 監査役３名選任の件

第74期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第74期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席されない場合は、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、次のい
ずれかの方法により議決権をご行使くださいますようお願い申し上げます。
【書面（郵送）による議決権行使の場合】
　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、2022年６月27日（月曜日）午後５
時20分までに到着するようご返送ください。
【電磁的方法（インターネット等）による議決権行使の場合】
　後記の「インターネット等による議決権行使のご案内」をご高覧のうえ、2022年６月27日（月曜
日）午後５時20分までに議決権をご行使ください。

敬　具
記

－ 1 －
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招集ご通知

　近時、新型コロナウイルスの感染拡大が懸念されております。この事態を受け、慎重に検討いたし
ました結果、本株主総会につきましては、適切な感染防止策を実施させていただいたうえで、開催さ
せていただくことといたしました。
　株主の皆様におかれましては、感染拡大防止の観点から、本株主総会につきましては、極力、書面
（郵送）またはインターネット等により事前の議決権行使をいただき、株主様の健康状態にかかわら
ず、株主総会当日のご来場をお控えいただくよう強くお願い申し上げます。
　株主総会当日までの感染拡大の状況や政府等の発表内容等により上記対応を更新する場合がござい
ます。インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.hokuryo.co.jp/）より、発信情報を
ご確認くださいますよう、併せてお願い申し上げます。
　本年は、感染拡大防止のため、座席の間隔を拡げることから、ご用意できる席数が例年より大幅に
減少いたします。そのため、当日ご来場いただいても入場をお断りする場合がございます。予めご了
承のほど、よろしくお願い申し上げます。

以　上

１. 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう
お願い申し上げます。また、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申し上げます。

２. 議決権行使書面において、各議案に賛否の意思表示がない場合は、賛成の意思表示をされたもの
として取り扱わせていただきます。

３. 当社は、法令及び当社定款第13条の規定に基づき、提供書面のうち、次に掲げる事項をインタ
ーネット上の当社ウェブサイト（https://www.hokuryo.co.jp/）に掲載しておりますので、本
招集ご通知の提供書面には記載しておりません。
①株主資本等変動計算書
②計算書類の「個別注記表」
なお、提供書面に記載しております計算書類は、会計監査人及び監査役がそれぞれ会計監査報告
及び監査報告の作成に際して監査した計算書類の一部であります。

４. 株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類に修正が生じた場合は、修正後の事項をインター
ネット上の当社ウェブサイト（https://www.hokuryo.co.jp/）に掲載させていただきます。

－ 2 －
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し上
げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネット等で議決権
を行使される場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示のうえ、切手を貼
らずにご投函ください。

次ページの案内に従って、議案に対
する賛否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2022年６月28日（火曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

2022年６月27日（月曜日）
午後５時20分到着分まで

2022年６月27日（月曜日）
午後５時20分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印
第２、３号議案

⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
⃝ 一部の候補者に反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書用紙はイメージです。
書面（郵送）およびインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使を有効な議決権行使としてお取
り扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り
扱いいたします。

－ 3 －
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議決権行使についてのご案内

インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力する
ことなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って議案に対する賛否をご入力くだ
さい。

2

QRコードを用いたログインは1回に限り可能
です。
再行使する場合、もしくはQRコードを用いずに議決権を
行使する場合は、右の「ログインID・仮パスワードを入
力する方法」をご確認ください。

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って議案に対する賛否をご入力くだ
さい。

4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

※操作画面はイメージです。

新しいパスワードを登録する。3

「新しいパスワード」
を入力

「送信」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワー
ド」を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

インターネット等による議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 ９：00～21：00）
機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。

－ 4 －
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当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

（2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで）

（提供書面）

事　 業　 報　 告

Ⅰ. 会社の現況に関する事項
１. 事業の状況

　当社は2021年10月１日付で当社の完全子会社であった株式会社第一ポートリーファームを
吸収合併（簡易合併・略式合併）したことに伴い、前事業年度までは連結決算でありました
が、当事業年度より非連結決算へ移行いたしました。なお、前事業年度において連結計算書類
を作成しておりましたが、上記により当事業年度より連結計算書類を作成しておりません。従
って、本報告では前事業年度の単体数値と比較して記載しております。

（１） 事業の経過及び成果
　当事業年度における日本経済は、新型コロナウイルス感染症対策として繰り返されてきた緊
急事態宣言等が昨年10月に解除され、輸送業、観光業、飲食業等を中心に年末に向けて景気
回復局面に入りました。しかしながらオミクロン株による第６波の感染拡大から今年１月には
全国的に「まん延防止等重点措置」が発令され、景気回復に水をさすことになりました。さら
に２月24日にはロシアがウクライナに軍事侵攻を開始、これを契機に世界的に原油、穀物相
場が高騰、国内物価の大幅な上昇を引き起こすなど、国内景気にはますます不透明感が漂って
きています。
　鶏卵業界におきましては、コロナウイルス感染症の影響を受け引き続き業務用、加工用需要
は低迷しましたが、一昨年末に発生した鳥インフルエンザ感染による採卵鶏の淘汰の影響を受
け、当事業年度平均鶏卵相場は、北海道Ｍサイズが１キロ222円10銭と前年比51円97銭高、
東京Ｍサイズは１キロ215円24銭と前年比45円55銭高となりました。
　この結果、当事業年度の業績は、売上高は15,359,863千円(前事業年度比17.6%増）、営業
利益は878,382千円（同224.3%増）、経常利益は942,547千円（同180.1%増）、当期純利益
は1,191,223千円（同404.9%増）となりました。
　なお、当社は鶏卵事業のみの単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略してお
ります。

（２） 設備投資の状況
　当事業年度中において実施いたしました当社の設備投資の総額は1,301,583千円となりまし
た。主なものは成鶏舎及び当該設備、鶏糞肥料工場設備等であります。

（３） 資金調達の状況
　該当事項はありません。

（４） 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

－ 5 －
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当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

（５） 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

（６） 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　当社は2021年10月１日付で当社の完全子会社であった株式会社第一ポートリーファームを
吸収合併（簡易合併・略式合併）しております。

（７） 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　該当事項はありません。

区 分 第 71 期
(2019年３月期)

第 72 期
(2020年３月期)

第 73 期
(2021年３月期)

第 74 期
(2022年３月期)

(当事業年度)
売 上 高(千円) 12,764,005 13,418,081 13,062,220 15,359,863

経 常 利 益(千円) 614,091 19,626 336,548 942,547

当 期 純 利 益(千円) 516,095 79,067 235,914 1,191,223

１株当たり当期純利益 (円) 61.01 9.35 27.89 140.82

総 資 産(千円) 12,259,821 11,801,891 11,716,945 15,549,419

純 資 産(千円) 8,864,717 8,858,291 9,084,396 10,154,549

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 1,047.96 1,047.21 1,073.94 1,200.45

２. 直前３事業年度の財産及び損益の状況
（１）当社の財産及び損益の状況

（注）１．１株当たり当期純利益は期中の平均発行済株式数、１株当たり純資産は期末発行済株式数に基づいて
算出しております。

２．前事業年度までは連結計算書類での財産及び損益の状況で記載しておりましたが、当事業年度より非
連結決算に移行したことから単体での財産及び損益の状況で記載しております。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当事業年度の期首から
適用しており、当事業年度に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となってお
ります。

３. 重要な親会社及び子会社の状況
（１） 親会社の状況

　該当事項はありません。
（２） 重要な子会社の状況

　当社は非連結子会社を有しておりますが、利益基準及び剰余金基準その他の項目からみて重
要性が乏しいため、記載を省略しております。
　なお、当社は2021年10月１日付で当社の完全子会社であった株式会社第一ポートリーファ
ームを吸収合併（簡易合併・略式合併）しております。

－ 6 －
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対処すべき課題、主要な事業内容

４. 対処すべき課題
当社は継続的な企業価値向上を実現していくために、対処すべき主な課題は、以下の項目と認
識しております。

（１） 事業領域の地理的拡大
当社の持続的成長には、事業領域の地理的拡大が必要です。岩手県、宮城県にある３つの農
場、GP工場と、盛岡、仙台の営業支店を拠点に南東北、関東圏への販路、販売量の拡大を引
き続き実行してまいります。さらに昨年３月からは香港市場への道産鶏卵輸出を開始、今後は
海外市場への販路拡大を目指します。

（２） 飼料価格の高騰に伴う適正な価格改定
飼料価格は2020年10月以降2022年6月までの１年8か月間で値上げされ、値上げ幅合計は
全畜種平均でトン当たり21,000円を超えています。飼料価格高騰の理由は原料となるトウモ
ロコシ相場が中国の輸入増大や生産国アメリカの天候懸念等により上昇したためですが、今年
２月のロシアによるウクライナ軍事侵攻で欧州におけるトウモロコシ最大の輸出国ウクライナ
からの供給懸念が高まり、さらにトウモロコシ相場は上昇、円安の進行と相まって今年７月は
過去最大の上げ幅が予想されています。当社としましては、引き続き生産効率の向上を通じて
卵生産コストの引き下げに尽力してまいりますが、同時に卵の販売価格を改定することが喫緊
の課題です。当社取引先に対しては原料事情を丁寧に説明し理解を求めたうえで、適正価格に
改定してまいります。

（３） ケージフリー卵の生産・販売
畜産事業に携わる企業として近年世界的に高まるアニマルウェルフェアへの取組を進めてま
いります。当社は既に平飼い卵の生産、販売を行っておりますが、本年度はさらに宮城県にお
いてケージフリー卵を本格的な規模で生産する計画で、夏以降関東東海等の地域で販売してま
いります。

（４） SDGsへの取組
未来に責任ある企業としてSDGs（持続可能な開発目標）への取り組みは避けて通れない課
題と認識しております。当社はすでに農場で発生する鶏糞を発酵鶏糞ペレット化する肥料工場
を稼働させ、鶏糞の農地還元を行っておりますが、本年度はさらに廃鶏を処理する化製工場を
稼働させ、廃鶏の有効活用を通じた循環型社会への取り組みを強化してまいります。

事 業 区 分 事 業 内 容

鶏 卵 事 業

鶏卵の生産・販売を行っております。
鶏卵事業の最大の特徴は、生産から流通会社（取引先）への販売
まで、自社内で一貫して行っている点であり、流通会社と直接取引
することによって消費者サイドのニーズを素早く生産に反映させる
ことが出来ます。

５. 主要な事業内容（2022年３月31日現在）
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主要な営業所及び工場

事 業 所 名 所 在 地
本 社 札幌市白石区中央2条3丁目6-15
札 幌 支 店 札幌市白石区中央2条3丁目6-15
札幌鶏卵センター・札幌ＧＰ 北海道北広島市南の里157-1
輪 厚 液 卵 工 場 北海道北広島市輪厚工業団地1丁目2-10
千 歳 Ｇ Ｐ 北海道千歳市駒里2208
旭 川 支 店 北海道旭川市台場1条5丁目4-2
函 館 支 店 北海道北斗市久根別5丁目67-5
北 見 営 業 所 ・ 北 見 Ｇ Ｐ 北海道北見市美園722-1
道 東 支 店 ・ 帯 広 Ｇ Ｐ 北海道河東郡音更町字東和西5線42
登 別 営 業 所 ・ 登 別 Ｇ Ｐ 北海道登別市札内町380
盛 岡 支 店 岩手県岩手郡岩手町大字土川4-334-1
仙 台 支 店 ・ 多 賀 城 Ｇ Ｐ 宮城県多賀城市八幡一本柳3－10
札 幌 農 場 北海道北広島市南の里161-1
登 別 農 場 北海道登別市札内町380
北 見 農 場 北海道北見市美園722-1
十 勝 農 場 北海道河東郡音更町字東和西5線42
千 歳 農 場 北海道千歳市駒里2208
早 来 農 場 北海道勇払郡安平町早来北町55-42
盛 岡 農 場 ・ 盛 岡 G P 岩手県岩手郡岩手町大字土川4-334-1
はまなす農場・はまなすGP 岩手県九戸郡洋野町種市第31地割96-1
吉 目 木 農 場 宮城県栗原町金成片馬合上吉目木107

６. 主要な営業所及び工場（2022年３月31日現在）
（１）当社

（２）子会社
該当事項はありません。
（注）当社は、2021年10月１日付で当社の完全子会社であった株式会社第一ポートリーファームを吸収合

併（簡易合併・略式合併）しております。

－ 8 －



2022/05/31 12:52:19 / 21826865_株式会社ホクリヨウ_招集通知

使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

242（271）名 51名増（23名増） 45.5歳 10.9年

７. 使用人の状況（2022年３月31日現在）
（１） 当社の使用人の状況

（注）１．当社は鶏卵事業のみの単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。
２．使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、
臨時雇用者数（パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員を含む。）は（　）内に期末日現在の
人員を外数で記載しております。

３．使用人数が前期末と比べて51名増加しておりますが、2021年10月１日付で当社の完全子会社であっ
た株式会社第一ポートリーファームを吸収合併したこと等によるものです。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 1,407,053千円

農 林 中 央 金 庫 454,163千円

株 式 会 社 北 海 道 銀 行 76,790千円

株 式 会 社 北 陸 銀 行 57,500千円

株 式 会 社 北 洋 銀 行 57,500千円

８. 主要な借入先の状況（2022年３月31日現在）

９. その他株式会社の現況に関する重要な事項
　当社は、2021年７月13日開催の取締役会決議に伴い2021年10月１日付で当社の完全子会社
であった株式会社第一ポートリーファームを吸収合併（簡易合併・略式合併）しております。
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株式の状況、新株予約権等の状況

（１） 発行可能株式総数 15,000,000株
（２） 発行済株式の総数
（３） 株主数

8,459,000株
8,356名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 コ コ リ コ 3,556,000株 42.04％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 542,100株 6.41％

株式会社十文字チキンカンパニー 404,400株 4.78％

米 山 　 惠 子 271,500株 3.21％

米 山 　 大 介 222,800株 2.63％

株 式 会 社 北 海 道 銀 行 170,000株 2.01％

株 式 会 社 北 陸 銀 行 132,000株 1.56％

株 式 会 社 北 洋 銀 行 132,000株 1.56％

高 橋 　 慧 103,800株 1.23％

米 山 　 公 久 80,000株 0.95％

Ⅱ. 会社の現況
１. 株式の状況（2022年３月31日現在）

（４） 大株主（上位１０名）

（注） 持株比率は、自己株式（48株）を控除して計算しております。

２. 新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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会社役員の状況

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 米 山 大 介

専 務 取 締 役 津 元 　 淳 管 理 本 部 長

常 務 取 締 役 松 岡 昌 哉 企 画 部 長

常 務 取 締 役 福 島 尚 樹 営 業 本 部 長

取 締 役 竹 林 　 孝

取 締 役 小 髙 　 咲
北 海 道 二 十 一 世 紀 総 合 研 究 所
副 社 長 執 行 役 員
北 海 道 経 済 同 友 会
副 代 表 幹 事

常 勤 監 査 役 工 藤 泰 宏

監 査 役 酒 井 　 純
公 認 会 計 士 酒 井 純 事 務 所 所 長
北 海 道 エ ア ポ ー ト 株 式 会 社
社 外 監 査 役
株 式 会 社 北 海 道 新 聞 社 社 外 監 査 役

監 査 役 岡 崎 拓 也

岡 崎 拓 也 法 律 事 務 所 所 長
フ ル テ ッ ク 株 式 会 社
社 外 取 締 役 監 査 等 委 員
株 式 会 社 ツ ル ハ ホ ー ル デ ィ ン グ ス
社 外 取 締 役 監 査 等 委 員

３. 会社役員の状況
（１） 取締役及び監査役の状況（2022年３月31日現在）

（注）１. 取締役竹林孝氏及び小髙咲氏は、社外取締役であります。
２. 監査役酒井純氏及び岡崎拓也氏は、社外監査役であります。
３. 監査役酒井純氏は、公認会計士・税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見

を有するものであります。
４. 監査役岡崎拓也氏は、弁護士の資格を有しており、法務に関する相当程度の知見を有するものであり

ます。
５. 当社は、取締役竹林孝氏及び取締役小髙咲氏、監査役酒井純氏及び監査役岡崎拓也氏を東京証券取引

所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

（２） 責任限定契約の内容の概要
　当社と各取締役（業務執行取締役等を除く。）及び各監査役は、会社法第427条第１項の
規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額であります。
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会社役員の状況

役 員 区 分 支　給
人　数

　 報酬等の総額
基本報酬 業績連動報酬

取　締　役
（うち社外取締役）

9名
（3）

141,870千円
（4,800）

109,870千円
（4,800）

32,000千円
（－）

監　査　役
（うち社外監査役）

3名
（2）

14,300千円
（4,800）

12,300千円
（4,800）

2,000千円
（－）

合　　計 12名
（5）

156,170千円
（9,600）

122,170千円
（9,600）

34,000千円
（－）

（３） 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は取締役、監査役、執行役員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を締結してお
ります。保険料は全額会社が負担しております。被保険者がその職務の執行に関し責任を負
うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害が補塡さ
れます。ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、被保険者
本人が不正行為等を行った場合には補塡の対象としないこととしております。

（４） 取締役及び監査役の報酬等
当事業年度に係る報酬等の総額

（注）1．上表には、2021年6月23日開催の第73期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役3名（うち社
外取締役1名）を含んでおります。

2．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
3．取締役の報酬限度額は、2005年11月29日開催の第57期定時株主総会において、年額200,000千円以

内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。尚、当該決議時の取締役は８
名(社外取締役はおりません）です。

4．監査役の報酬限度額は、2004年11月30日開催の第56期定時株主総会において、年額30,000千円以内
と決議いただいております。尚、当該決議時の監査役は１名（社外監査役はおりません）です。

5．上記の報酬等の額には、以下のものが含まれております。
・当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額8,525千円（取締役５名に対し7,025千円）。

6．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
・当社は2021年２月12日開催の取締役会において取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決

議しております。基本方針は取締役の報酬は企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして機
能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえ
た適正な水準とすることとしております。具体的には取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬、
業績連動報酬により構成し、監督機能を担う社外取締役については、基本報酬のみを支払うこととし
ております。

・業績連動報酬は経常利益の増加に伴って業績連動報酬総額も増加する方式としております。
・基本報酬と業績連動報酬の個人別の報酬の額に対する割合については、具体的割合を定めることはせ

ず当該事業年度における個々の取締役の貢献度を勘案して決定いたします。
・取締役の個人別報酬額については、報酬内容決定方針に関する取締役会決議及び当該事業年度の業績

を踏まえたうえで社外役員が過半数を占め、かつ社外役員を委員長とする指名報酬委員会の審議、答
申を経て、株主総会後の取締役会にて決議の上決定いたします。
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会社役員の状況

出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 竹 林 　 孝

社外取締役として当事業年度に開催された取締役会17回のすべてに
出席し必要な発言を行うとともに、長年の道庁における経歴を通じ
て道庁食品畜産行政に関する極めて有用な情報や当社事業展開にお
ける実践的な助言、アドバイスを提供し、取締役会の意思決定の妥
当性・適正性の確保に多大なる貢献をおこなっております。

取締役 小 髙 　 咲

社外取締役として当事業年度に開催された取締役会17回のすべてに
出席し必要な発言を行うとともに、長年の日本銀行における経歴を
通じて国内外の経済情勢、政府経済金融政策に関する極めて有用な
情報や当社事業展開における実践的な助言、アドバイスを提供し、
取締役会の意思決定の妥当性・適正性の確保に多大なる貢献をおこ
なっております。

監査役 酒 井 　 純
当事業年度に開催された取締役会17回のうち16回、監査役会14回
のすべて出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会におい
て、主に財務・会計等に関し、公認会計士としての専門的見地から
適宜発言を行っております。

監査役 岡 崎 拓 也
当事業年度に開催された取締役会17回のすべて、監査役会14回の
うち13回出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会におい
て、主に法務等に関し、弁護士としての専門的見地から適宜発言を
行っております。

・業績連動報酬の額の算定の基礎として選定した業績指標は経常利益であり、その選定理由は事業年度
ごとの業績向上に対する意識を高めることができるためであります。なお、当期の経常利益の実績は
942百万円（前事業年度比180.1％増）であります。

・当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容は、当該事業年度の業績を踏まえて取締役会で審議
の上、決定しており、当該方針に沿うものであると判断しております。

（５） 社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役小髙咲氏は、北海道経済同友会の副代表幹事及び二十一世紀総合研究所の副社長執
行役員であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役酒井純氏は、公認会計士酒井純事務所所長及び北海道エアポート株式会社並びに株
式会社北海道新聞社の社外監査役であります。当社と各兼職先との間には特別の関係はあ
りません。

・監査役岡崎拓也氏は、岡崎拓也法律事務所所長及びフルテック株式会社並びに株式会社ツ
ルハホールディングスの社外取締役監査等委員であります。当社と各兼職先との間には特
別の関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況

（注） 上表の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び定款の規定に基づき、取締役会決議があった
ものとみなす書面決議が１回ありました。
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会計監査人の状況、剰余金の配当等の決定に関する方針

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 20,000千円
当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 20,000千円

４. 会計監査人の状況
（１） 名称　　　　　　　　　　EY新日本有限責任監査法人

（２） 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分出来ませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 当社監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、職務遂行状況や報酬見積りの算出根拠などを確認し
検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

（３） 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

（４） 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場
合、監査役会は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。また、上記の場合
のほか、会計監査人の適格性及び独立性を害する事由等の発生により、適正な監査の遂行が困
難であると認められた場合、監査役会は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任
に関する議案の内容を決定いたします。

（５） 責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。

（６） 過去２年間に業務の停止の処分を受けた者に関する事項
　該当事項はありません。

５. 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、企業基盤強化のための内部留保にも留意しながら、１株当たりの株式価値を高め、株
主の皆様への継続的な安定した利益還元を経営の重要な基本方針としております。
内部留保につきましては、将来の事業発展に必要不可欠な成長投資として活用し、中長期的な
成長による企業価値向上を通じて、株主の皆様のご期待にお応えしてまいります。
当事業年度におきましては、2022年５月13日開催の取締役会決議により、前年度より５円増
配とし、１株当たり15円の普通配当とさせていただくことといたしました。
なお、配当金の支払開始日（効力発生日）は2022年6月29日（水曜日）とさせていただきま
す。
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業務の適正を確保するための体制、会社の支配に関する基本方針

６. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
（1）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　①取締役会が取締役の職務の執行を監督するため、取締役は、会社の業務執行状況を取締役会に報
告するとともに、他の取締役の職務執行を相互に監視・監督する。
②企業倫理規範をはじめとするコンプライアンス体制に係る規程を制定し、当社の役職員が法令・
定款を遵守した行動をとるための行動規範とする。

　③当社を対象に内部監査を担当する内部監査室は、法令遵守の状況を監査し、その結果を定期的に
社長、監査役に報告する。

　④法令遵守上疑義のある行為等について、当社の従業員が直接情報提供を行える手段として内部通
報制度を設置・運営する。コンプライアンス委員会は係る通報の直接受付機能を果たすととも
に、通報者に不利益がないことを確保し、重要な通報については取締役会に報告する。

　⑤当社は社会秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、いかなる取り引きも行わず、毅
然とした態度で臨み、不当要求があった場合には、警察及び顧問弁護士との連携を図り組織的に
対応する。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
当社の取締役の職務執行に係る重要な情報については、法令及び社内規程に基づき作成・保存
するとともに、取締役、監査役、会計監査人等が閲覧、謄写可能な状態にて管理する。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　①当社の業務執行に係るリスクを認識・評価し適切なリスク対応を行うため、危機管理規程を定

め、危機管理委員会にて当社のリスク管理体制の整備・構築を行う。
　②危機管理委員会は、定期的に担当部門の責任者より各部門に内在するリスク管理の状況について
報告を受け、当社のリスク管理の進捗状況についての管理を行う。

　③内部監査室は、内部監査を通じて当社各部門のリスク管理体制を把握し問題があれば取締役会に
報告する。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　①定時取締役会を毎月1回開催し、当社の業務執行に係る重要な意思決定を行うとともに、取締役
の業務執行状況の監督を行う。また、随時発生する課題に対処するため、適時、臨時取締役会を
開催する。

　②取締役の職務分担を明確にし、当該担当業務の執行については業務分掌規程において各部門の業
務分掌を明確にするとともに、当社の各責任者を定め、適正かつ効率的に職務が行われる体制を
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業務の適正を確保するための体制、会社の支配に関する基本方針

確保する。
　③当社の中期経営計画と年次計画を策定し、取締役会への業績報告等を通じて、取締役会がその実
行・実績の管理を行う。

（5）株式会社における業務の適正を確保するための体制
　①関係会社管理規程により、当社における業務の適正を確保する。
　②取締役会が株式会社全体のコンプライアンス・リスクを統括・推進する体制とする。
　③監査役及び内部監査室により、当社の経営に対応して当社全体の監査を実効的かつ適正に行う体
制を構築する。

（6）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事
項並びに当該使用人の独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関す
る事項

　①監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、代表取締役社長の直轄下に設置
されている内部監査室が監査役を補助する。

　②監査役を補助する内部監査室のその補助業務の遂行に関して、取締役及び部門長等の指揮・命令
を受けないものとし、その独立性を確保する。

（7）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制及びその他監査役の監査が実効的に行われ
ることを確保するための体制

　①当社の取締役及び使用人は、重大な法令違反その他当社の業務または業績に重要な影響を及ぼす
おそれのある事実については、直ちに監査役に報告をするものとする。

　②内部通報制度についてはその適切な運用を維持することにより、法令違反その他のコンプライア
ンス上の問題について監査役への適切な報告体制を確保するものとする。

　③監査役からその業務に係る費用の前払等の請求があった場合は、担当部署において審議し、当該
費用または債務を処理する。

　④監査役は、定期的に会計監査人と緊密な連携を保ち、積極的に意見及び情報交換をする。
　⑤監査役への報告を行った当社の取締役及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由とした不利
な取り扱いは行わない。
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業務の適正を確保するための体制、会社の支配に関する基本方針

（8）財務報告の信頼性を確保するための体制
当社は金融商品取引法に基づく内部統制報告制度への適切な対応のため、財務報告に係る内部

統制が有効かつ適正に行われる体制の整備・運用・評価を行い、財務報告の信頼性と適正性を確
保する。

（9）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　①内部統制システム全般の取組みの状況
株式会社における業務の適正を確保するために、横断的な規程の制定、内部監査室による定期的
な業務監査・内部統制監査を実施し、当社の内部統制システム全般の整備・運用を行いました。

　②コンプライアンスの取組みの状況
社長を委員長とする「コンプライアンス委員会」を当事業年度は３回開催し、当社の役職員の法
令遵守に対する取組みの状況を点検しております。

　③職務執行の適正及び効率性の確保に対する取組みの状況
取締役会は、社外取締役２名を含む取締役６名で構成され、社外監査役２名を含む監査役３名も
出席しております。取締役会は当事業年度は17回開催したほか、会社法第370条及び定款の規定
に基づき、取締役会決議があったものとみなす書面決議を１回行い、各議案についての審議、業
務執行の状況等の監督を行い、活発な意見交換がなされており、意思決定及び監督の実効性は確
保されております。
また、取締役の職務執行に係る情報の保存については、適正に保存され、取締役及び監査役が常
時閲覧できる状態となっております。

　④損失の危険の管理及びBCPに対する取組みの状況
社長を委員長とする「危機管理委員会」を当事業年度は３回開催し、当社の主要な損失の危険及
びBCPの構築について各責任担当部署から報告を受けるとともに、リスクの管理状況の確認を行
っております。

７. 会社の支配に関する基本方針
該当事項はありません。
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貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 　 産 　 の 　 部 ）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

　

3,847,703
1,849,428

7,290
1,352,095
94,733
15,686
166,528
115,020
240,593
6,634
△308

11,701,716
10,636,886
6,838,713
352,482
1,259,797
20,996
59,037

1,355,280
14,396
736,184
77,732
67,192
10,540

987,096
473,264
180,000
1,330
88,226
51,279
192,995

　

（ 負 　 債 　 の 　 部 ）
流 動 負 債 3,408,269
電 子 記 録 債 務 263,539
買 掛 金 1,253,999
１年内返済予定の長期借入金 531,692
リ ー ス 債 務 23,380
未 払 金 449,855
未 払 費 用 22,639
未 払 法 人 税 等 170,551
預 り 金 9,171
賞 与 引 当 金 121,907
役 員 賞 与 引 当 金 34,000
設 備 関 係 支 払 手 形 308,420
そ の 他 219,113

固 定 負 債 1,986,601
長 期 借 入 金 1,597,734
リ ー ス 債 務 72,201
退 職 給 付 引 当 金 146,731
役員退職慰労引当金 83,700
資 産 除 去 債 務 76,234
そ の 他 10,000

負 債 合 計 5,394,870
（ 純  資  産  の  部 ）

株 主 資 本 10,017,734
資 本 金 1,055,000
資 本 剰 余 金 754,215
資 本 準 備 金 754,215

利 益 剰 余 金 8,208,553
利 益 準 備 金 58,283
そ の 他 利 益 剰 余 金 8,150,270
別 途 積 立 金 4,400,000
繰 越 利 益 剰 余 金 3,750,270

自 己 株 式 △34
評 価 ・ 換 算 差 額 等 136,814

その他有価証券評価差額金 136,814
純 資 産 合 計 10,154,549

資 産 合 計 15,549,419 負 債 純 資 産 合 計 15,549,419

貸　借　対　照　表
（2022年３月31日現在）

（単位：千円）
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損益計算書

（2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで）

科 目 金 額
売 上 高 15,359,863
売 上 原 価 12,717,135
売 上 総 利 益 2,642,727

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,764,345
営 業 利 益 878,382

営 業 外 収 益
受 取 利 息 4,000
受 取 配 当 金 10,001
仕 入 割 引 20,993
受 取 賃 貸 料 30,366
受 取 保 険 金 3,280
そ の 他 9,596 78,238

営 業 外 費 用
支 払 利 息 5,101
賃 貸 費 用 7,977
そ の 他 995 14,073
経 常 利 益 942,547

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 541
抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 499,667 500,209

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 53
固 定 資 産 除 却 損 77,976
投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,999 80,030
税 引 前 当 期 純 利 益 1,362,726
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 201,351
法 人 税 等 調 整 額 △29,848 171,503
当 期 純 利 益 1,191,223

損　益　計　算　書

（単位：千円）
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個別会計監査報告

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 板 垣 博 靖
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 藤 森 允 浩

独立監査人の監査報告書
2022年５月31日

株式会社ホクリヨウ
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
札　　幌　　事　　務　　所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ホクリヨウの２０２１年
４月１日から２０２２年３月３１日までの第７４期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい
う。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を
作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセス
の整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査
法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候
があるかどうか注意を払うことにある。

計算書類に係る会計監査報告
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個別会計監査報告

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類
等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から
計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が
あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連す
る内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な
不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる
場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に
関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明する
ことが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並
びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
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個別会計監査報告

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で
識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ
の他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定
を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を
除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第74期事業年度の取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に
ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。
⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環
境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な
事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行
規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該
決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等か
らその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見
を表明いたしました。
③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた
めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応
じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討
いたしました。

監査役会の監査報告
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監査役会の監査報告

２. 監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は
認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年６月１日
株 式 会 社 ホ ク リ ヨ ウ 　 監 査 役 会
常勤監査役 工 藤 泰 宏 ㊞
社外監査役 酒 井 　 純 ㊞
社外監査役 岡 崎 拓 也 ㊞

　
以　上
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定款一部変更の件

株主総会参考書類

第１号議案 定款一部変更の件
１. 提案の理由

「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定す
る改正規定が2022年９月１日に施行されることに伴い、株主総会資料の電子提供制度が導
入されることとなりますので、変更案のとおり定款第13条（電子提供措置等）を新設し、併
せて現行定款第13条（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供）を削除する
ものであります。
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定款一部変更の件

現  行  定  款 変　 更　 案
（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし

提供）
第13条　当会社は、株主総会の招集に関し、株主総会

参考書類、事業報告、計算書類および連結計
算書類に記載または表示をすべき事項に係る
情報を、法務省令に定めるところに従いイン
ターネットを利用する方法で開示することに
より、株主に対して提供したものとみなすこ
とができる。

（削除）

（新設）
（電子提供措置等）
第13条　当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会

参考書類等の内容である情報について電子提
供措置をとるものとする。

２　当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法
務省令で定めるものの全部または一部につい
て、議決権の基準日までに書面交付請求をし
た株主に対して交付する書面に記載しないこ
とができる。

（新設） （附則）
（株主総会資料の電子提供に関する経過措置）
　　１　変更前定款第13条（株主総会参考書類等のイ

ンターネット開示とみなし提供）の削除及び
変更後定款第13条（電子提供措置等）の新設
は、2022年９月１日（以下「施行日」とい
う）から効力を生ずるものとする。

２　前項の規定にかかわらず、施行日から６か月
以内の日を株主総会の日とする株主総会につ
いては、変更前定款第13条（株主総会参考書
類等のインターネット開示とみなし提供）
は、なお効力を有する。

３　本附則は、施行日から６か月を経過した日又
は前項の株主総会の日から３か月を経過した
日のいずれか遅い日後にこれを削除する。

２. 変更の内容
変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分です）
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取締役選任議案

候補者
番　号

ふ  り  が  な

氏　　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重　 要　 な　 兼　 職　 の　 状　 況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

１

よね

米
 

　
 

　
やま

山
 

　
 

　
だい

大
 

　
 

　
すけ

介
(1958年７月20日生)

    1981年    6 月 北海道電力株式会社入社
    1993年    10月 同社退社
    1993年    11月 当社入社
    1994年    10月 取締役営業本部開発推進部長
    1996年    9 月 常務取締役
    2001年    11月 代表取締役副社長
    2001年    11月 ホクリヨウ畜産株式会社取締役社長
    2003年    11月 当社代表取締役社長（現任）

222,800株

［取締役候補者とした理由］
同氏は、1994年より当社の取締役として要職を歴任し、2003年以降は当社の代表取締役社長を務
め、当社事業全般に精通しております。当社における豊富な業務経験に加え、企業価値の持続的向上
を目指して強いリーダーシップを発揮していることから、経営を担う人材として取締役候補者といた
しました。

第２号議案 取締役６名選任の件
　取締役全員（６名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。なお、取締役小
高咲氏は退任いたします。つきましては、取締役６名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。なお、日浅尚子氏は新任社外取締役候補者でありま
す。
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取締役選任議案

候補者
番　号

ふ  り  が  な

氏　　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重　 要　 な　 兼　 職　 の　 状　 況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

２

つ

津
 

　
 

　
もと

元
 

　
 

　
 

　
 

　
あつし

淳
(1955年４月14日生)

    1979年    4 月 株式会社北海道銀行入行
    2008年    6 月 同行執行役員釧路支店長
    2010年    6 月 同行常務執行役員本店営業部本店長
    2013年    6 月 同行退行
    2013年    6 月 株式会社道銀地域総合研究所入社

代表取締役社長
    2014年    11月 当社社外取締役
    2016年    6 月 株式会社道銀地域総合研究所退社
    2016年    7 月 当社業務執行取締役管理副本部長
    2016年    10月 取締役管理本部長
    2016年    11月 専務取締役管理本部長（現任）

2,000株

［取締役候補者とした理由］
同氏は、2014年に当社社外取締役に就任し、2016年７月からは業務執行取締役に就任しておりま
す。同氏は、銀行役員等を経験し経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有していることから、取
締役候補者といたしました。

３

ふく

福
 

　
 

　
しま

島
 

　
 

　
なお

尚
 

　
 

　
き

樹
(1960年１月26日生）

    1984年    4 月 日本配合飼料株式会社入社
    2007年    12月 同社退社
    2007年    12月 当社入社
    2008年    9 月 営業部長
    2009年    11月 取締役営業本部長
    2018年    6 月 常務取締役営業本部長（現任）

3,000株

［取締役候補者とした理由］
同氏は、飼料会社における長年の経験を有し、入社以来営業部門を中心に業務を熟知するとともに、
2009年より取締役を務めております。営業部門における豊富な業務経験と知識を有していることか
ら、取締役候補者といたしました。
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取締役選任議案

候補者
番　号

ふ  り  が  な

氏　　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重　 要　 な　 兼　 職　 の　 状　 況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

４

まつ

松
 

　
 

　
おか

岡
 

　
 

　
まさ

昌
 

　
 

　
や

哉
(1959年２月７日生)

    1981年    4 月 三井物産株式会社入社
    1998年    3 月 米国三井物産株式会社ﾆｭｰﾖｰｸ本店食料部長
    2002年    3 月 三井物産株式会社本店飼料畜産部飼料原料

室長
    2009年    8 月 日本配合飼料株式会社（現ﾌｨｰﾄﾞﾜﾝ）出向

常務執行役員管理本部長
    2011年    4 月 同専務執行役員飼料事業本部長
    2013年    4 月 三井物産株式会社本店食料本部本部長補佐
    2015年    4 月 同理事食料本部本部長補佐
    2018年    7 月 ｽﾀｰｾﾞﾝ株式会社出向　上席執行役員
    2019年    3 月 三井物産株式会社退社
    2019年    4 月 当社入社　企画担当
    2019年    6 月 取締役
    2019年    12月 取締役企画部長
    2020年    6 月 常務取締役企画部長（現任）

2,000株

［取締役候補者とした理由］
同氏は、商社における長年の経験を有し、特に食料部門を中心に経営全般・貿易実務全般を熟知して
おります。同氏の豊富な業務経験と知識は、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値向上に貢献す
るものと判断し、取締役候補者といたしました。

５

たけ

竹
 

　
 

　
ばやし

林
 

　
 

　
 

　
 

　
たかし

孝
(1956年１月１日生)

    1978年    4 月 北海道庁入庁
    2009年    4 月 十勝支庁長
    2011年    6 月 総合政策部地域振興監
    2012年    4 月 経済部食産業振興監
    2013年    4 月 農政部長
    2015年    5 月 北海道庁退職
    2015年    6 月 一般社団法人北海道地域農業研究所　特別

顧問
    2016年    6 月 同所退任
    2016年    6 月 公益財団法人北海道農業公社　理事長

2021年    6 月 同所退任
    2016年    11月 当社社外取締役（現任）

2022年    4 月　北海道エア・ウォーター・アグリ株式会社
取締役社長室長（現任）

1,000株

［社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要］
同氏は、2016年より当社の社外取締役に就任しており、社外取締役としての在任期間は本定時株主総
会終結の時をもって５年７ヶ月となります。同氏は、永年に亘り北海道の行政に関わり、農政部長も
歴任、その経験と豊富な知識に基づき、道の畜産行政、道内畜産業に関する有用な情報、助言をいた
だいており、これらの貢献度から社外取締役候補者といたしました。
なお、同氏は直接会社経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により社外取締役としての
職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。
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取締役選任議案

候補者
番　号

ふ  り  が  な

氏　　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重　 要　 な　 兼　 職　 の　 状　 況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

※
６

ひ

日
 

　
 

　
あさ

浅
 

　
 

　
なお

尚
 

　
 

　
こ

子
(1955年7月28日生)

1978年    4 月 北海道新聞社　入社
2001年    3 月 同社　東京支社政治経済部　次長
2005年    7 月 同社　室蘭支社　報道部長
2007年    3 月 同社　編集局　文化部長
2009年    3 月 同社　編集局　生活部長
2011年    7 月 同社　マーケティングセンター長
2014年    7 月 同社　帯広支社長
2016年    6 月 株式会社道新文化センター　社長
2018年    6 月 北海道新聞社　常勤監査役（現任）

グループ会社12社の非常勤監査役（現任）
2022年６月 同社　退任（予定）

-株

［社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要］
同氏は北海道新聞社において東京支社政治経済部次長、編集局各部長を歴任するなど、高度の専門的
知識及び経営に関する高い見識を有していることから、経営の監督と経営全般への助言など、社外取
締役に求められる役割・責務の発揮を期待しております。以上により、当社取締役として適任である
と判断し、社外取締役候補者といたしました。

（注）１. 取締役候補者のうち竹林孝氏と日浅尚子氏は社外取締役候補者であります。
２. 取締役候補者６名と当社との間には特別の利害関係はありません。
３. 当社は、竹林孝氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する
額であります。竹林孝氏の再任が承認された場合は、同氏との当該契約を更新する予定であります。
また、日浅尚子氏の新任が承認された場合は、同氏との当該契約を締結する予定であります。

４. 当社は、竹林孝氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。同氏の再任が
承認された場合は、当社は引続き独立役員とする予定です。

５. 当社は日浅尚子氏の新任が承認された場合は、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として
届け出を行う予定です。

６. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結しており、被保険者がその職務の執行に関し責任
を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を、当該保険
契約により填補することとしております。各候補者が取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保
険者となります。また、被保険者の保険料負担はありません。なお、2022年７月に同内容での更新
を予定しております。

７. ※印は、新任取締役候補者であります。
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監査役選任議案

候補者
番　号

ふ  り  が  な

氏　　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（重　 要　 な　 兼　 職　 の　 状　 況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

１

く

工
 

　
 

　
どう

藤
 

　
 

　
やす

泰
 

　
 

　
ひろ

宏
(1955年７月31日生)

1979年    4 月 株式会社ＴＫＣ入社
1996年    3 月 同社退社
1998年    5 月 社団法人北海道宅地建物取引業協会入社
2000年    5 月 同法人退社
2001年    1 月 当社入社
2003年    9 月 経理部長
2004年    12月 執行役員経理部長
2018年    6 月 当社監査役（現任）

2,076株

［監査役候補者とした理由］
同氏は、2018年より当社の監査役に就任しており、監査役としての在任期間は本定時株主総会終結の
時をもって４年となります。同氏は主に経理部門の要職を歴任し、経理部門における豊富な業務経験
と知識を有していることから、監査役候補者といたしました。

2

さか

酒
 

　
 

　
い

井
 

　
 

　　
 

　
 

　
じゅん

純
(1954年10月１日生)

1977年    4 月 日本楽器製造株式会社入社
1979年    12月 同社退社
1980年    10月 公認会計士西村重興事務所入所
1984年    4 月 公認会計士酒井純事務所開業（現任）
2005年    8 月 株式会社ツルハホールディングス社外監査

役
2021年    8 月 同社退任
2013年    11月 当社社外監査役（現任）
2017年    3 月 株式会社北海道新聞社社外監査役（現任）
2019年    8 月 北海道エアポート株式会社社外監査役（現

任）

－株

［社外監査役候補者とした理由］
同氏は、2013年より当社の社外監査役に就任しており、社外監査役としての在任期間は本定時株主総
会終結の時をもって８年７ヶ月となります。同氏は公認会計士として、財務・会計等に関し、専門的
知識を有しており、これらを踏まえ社外監査役候補者といたしました。なお、同氏は過去に社外監査
役となること以外の方法で会社経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により社外監査役
としての職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。

第３号議案 監査役３名選任の件
　監査役全員（３名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、
監査役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

－ 31 －
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監査役選任議案

候補者
番　号

ふ  り  が  な

氏　　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（重　 要　 な　 兼　 職　 の　 状　 況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

3

おか

岡
 

　
 

　
ざき

崎
 

　
 

　
たく

拓
 

　
 

　
や

也
(1977年９月12日生)

2003年    10月 司法研修所卒業
2003年    10月 田中敏滋法律事務所入所
2011年    7 月 岡崎拓也法律事務所開業（現任）
2013年    11月 当社社外監査役（現任）
2016年    6 月 フルテック株式会社社外取締役監査等委員

（現任）
2021年    8 月 株式会社ツルハホールディングス社外取締

役監査等委員（現任）

－株

［社外監査役候補者とした理由］
同氏は、2013年より当社の社外監査役に就任しており、社外監査役としての在任期間は本定時株主総
会終結の時をもって８年７ヶ月となります。同氏は弁護士として、法務等に関し、専門的知識を有し
ていることから、社外監査役候補者といたしました。なお、同氏は過去に社外監査役または社外取締
役監査等委員となること以外の方法で会社経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により
社外監査役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。

（注）１. 監査役候補者のうち酒井純氏と岡崎拓也氏は社外監査役候補者であります。
２. 工藤泰宏、酒井純、岡崎拓也の監査役候補者３名と当社との間には特別の利害関係はありません。
３. 当社は、工藤泰宏氏及び酒井純氏並びに岡崎拓也氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償
責任の限度額は、法令が規定する額であります。工藤泰宏氏及び酒井純氏並びに岡崎拓也氏の再任が
承認された場合は、各候補者との当該契約を更新する予定であります。

４. 当社は、酒井純氏及び岡崎拓也氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ておりま
す。両氏の再任が承認された場合は、当社は引続き独立役員とする予定です。

 5. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結しており、被保険者がその職務の執行に関し責任
を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を、当該保険
契約により填補することとしております。各候補者が監査役に就任した場合は、当該保険契約の被保
険者となります。また、被保険者の保険料負担はありません。なお、2022年７月に同内容での更新
を予定しております。

以上
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トピックス

◦ 香港向け鶏卵輸出の継続

◦ 子会社である株式会社第一ポートリーファームを吸収合併

昨年よりスタートした香港向け鶏卵輸出も順調に
継続しております。
自社ＮＢに加えて、ＰＢ（プライベートブランド）も
開発、さらなる香港市場への進出を進めております。

当社は2021年10月1日を期日として、当社の完全
子会社である株式会社第一ポートリーファームを
吸収合併いたしました。
意思決定の迅速化や管理・事務部門の業務の効率化
など組織運営の効率化を図るとともに、コーポレー
トガバナンス・コンプライアンス・リスク管理の強
化を推進することが重要と判断いたしました。

自社ＮＢの「どさんこ生活」も安定した輸出を
継続しています。

盛岡農場



株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

 場 所 ： 札幌市白石区東札幌６条１丁目１番１号
　　　　　札幌コンベンションセンター　２階　小ホール
 電 話 ： 011－817－1010
 交 通 ： 札幌市営地下鉄東西線「東札幌駅」出入口１より徒歩約８分
　　　　　無料の駐車場のご用意はございませんので、公共交通機関のご利用をお願い申し上げます。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

新型コロナウイルスに関するお知らせ
新型コロナウイルスの感染が広がっております。
本株主総会にご出席される株主様は、株主総会開催日現在の感染状況やご自身の体調をお確かめ
のうえ、マスク着用などの感染予防にご配慮いただき、ご来場賜りますようお願い申しあげます。
また、本株主総会会場において、感染予防のための措置を講じる場合もありますので、ご協力の
ほどお願い申し上げます。


